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これまで御議論いただいた内容について
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 本年８月の第二次中間取りまとめでは、「カーボンニュートラルと安定供給の両立に資する新規投
資に限り、電源種混合での入札を実施し、落札案件の容量収入を得られる期間を複数年間とす
ることで、巨額の初期投資の回収に対し、長期的な収入の予見可能性を付与する方法が考えられ
る。今後、この案を基礎に、制度の詳細を検討していく」こととされた。

新たな制度措置案

持続可能な電力システム構築小委員会
第二次中間とりまとめ（2021年8月）より一部修正

電源種混合の
入札を実施
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論点 検討すべき内容
➀対象 ・具体的な対象

・CO2を排出する供給力や調整力の取扱い
②募集量 ・募集量の設定方法
③リードタイムの考慮 ・運転開始までのリードタイムの考慮方法
④入札価格の在り方 ・初期投資額の取扱い

・制度期間中に発生する運転維持費や大規模修繕の取扱い
・長期間に渡る他市場収益をどのように考慮すべきか

⑤調達方式 ・どのような方法で調達する供給力や調整力を決定するか
⑥制度適用期間 ・設備の耐用年数と制度適用期間の関係の考え方
⑦上限価格 ・上限価格の設定方法
⑧調整係数 ・長期間にわたる調整係数の設定方法
⑨拠出金の負担者 ・負担者と負担計算方法の考え方
⑩リクワイアメント・ペナルティ ・参入障壁とのバランスの考慮
⑪現行容量市場との関係 ・現行容量市場と制度措置案の統合的な設計の在り方

第二次中間とりまとめ（2021年8月）
より抜粋

（参考）今後検討を深めるべき論点



（参考）第6次エネルギー基本計画

 2021年10月22日に閣議決定された第6次エネルギー基本計画では、電源投資の確保
について、「詳細の検討を加速化」していく事が明記された。
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第6次エネルギー基本計画（抜粋）
５．２０５０年を見据えた２０３０年に向けた政策対応
(１１) エネルギーシステム改革の更なる推進
①脱炭素化の中での安定供給の実現に向けた電力システムの構築に向けた取組
電源への新設投資が停滞する中、当面は、供給力や調整力を火力発電で賄う必要があるものの、将来的には、水
素・アンモニア・CCUS/カーボンリサイクル・蓄電池といった脱炭素電源等により、供給力や調整力を確保する必要があり、
電源のリードタイムも踏まえると、足下から新設投資を促していくことが重要である。そのため、２０５０年カーボンニュー
トラル実現と安定供給の両立に資する新規投資について、複数年間の容量収入を確保することで、初期投資に対し、
長期的な収入の予見可能性を付与する方法について、詳細の検討を加速化していく。



本日御議論いただきたい事項
 本日は、本制度の対象の基本的な考え方について、御議論いただきたい。
 その上で、 具体的な対象や、制度の詳細については、現行容量市場と密接な関係を有することから、
「電力・ガス基本政策小委員会」の下部組織であり、現行容量市場の在り方について検討してきた
「制度検討作業部会」において、具体的な検討を進めることとしてはどうか。

 なお、検討に当たっては、一定の制度検討期間を考慮する必要があるが、早期に本制度を開始でき
るよう、例えば2023年度の導入を目処として、検討していくこととしてはどうか。
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第9回
持続可能な電力システム構築小委員会
（2021.3.17）資料２より抜粋



2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
北海道 5.8% 7.2% 11.4% 14.0% 16.2% 16.6% 16.4%

6.6% 6.3%
7.0％

東北 6.1% 8.9% 9.0% 6.1% 8.0% 15.8%
4.3%

4.4%
東京 9.4% 10.2% 7.9% 6.6% 6.4% 8.9% 3.1％
中部 6.6% 6.3% 5.7% 6.1% 3.1% 3.0% 8.6%

4.3% 6.4％ 3.9％

北陸 8.3% 6.0% 7.2% 5.3% 10.5% 11.8% 4.0%
関西 4.1% 3.0% 3.0% 3.3% 9.3% 17.9%

8.6%
中国 7.7% 8.5% 8.3% 9.6% 15.9% 12.2%
四国 9.1% 7.2% 5.5% 6.2% 10.4% 25.3%
九州 3.1% 3.1% 3.0% 4.7% 8.9% 5.9%
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2018年度より電力融通を折り込んだ
手法に変更

（参考）過去の最大需要発生時の予備率（見通し）
 全国７エリアで予備率が３％台となる来年２月の見通しは、過去10年間で最も厳しい
ものとなっている。

（出典）電力需給検証報告書

第41回電力・ガス基本政策小委員会
（2021.11.18）資料3-1
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2021～2025 2026～2030▲176年度

 近年、石油火力発電設備の廃止が増加しており、今後も継続する見込み。
 当面は火力の新設計画も予定されている一方、供給力全体としては減少傾向にある。

（参考）火力供給力の増減見通し

注１．2016～2020年度：新設実績は資源エネルギー庁「石炭火力発電所一覧」および電気事業便覧（2019年版）、廃止実績は各年度供給計画より大手電力実績。
注２．2021年度以降（新設）：2020度供給計画とりまとめにおける、2029年度までの火力新設計画より（大手を含む全事業者）
注３．2021年度以降（廃止）：大手電力が保有する電源のうち、運転開始から45年経過した電源＝廃止と仮定。
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新
設

廃
止

1,553

▲1,729 ▲1,885
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設備容量：万kW

石炭、▲60

1,444

※2021年度以降の廃止は、大手電力会社が
保有する電源のみを対象に推計。

第32回 総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分
科会 電力・ガス基本政策小委員会 資料8 一部修正



 気候変動という人類共通の課題に我が国として総力を挙げて取り組んでいく決意を述べた。
 先進国全体で年間1000億ドルという資金目標の達成に貢献していくため、以下4点の新たな
コミットメントを表明。

（１）アジアを中心に、再エネを最大限導入しながら、「アジア・エネルギー・トランジション・イニ
シアティブ」を通じ、化石火力をアンモニア・水素などのゼロエミッション火力に転換するた
め、1億ドル規模の先導的な事業を展開すること。

（２）先進国全体で年間1000億ドルの資金目標の不足分を率先して補うべく、6月に表明し
た5年間で官民合わせて600億ドルの支援に加え、アジア開発銀行などと協力し、アジアな
どの脱炭素化支援のための革新的な資金協力の枠組みの立ち上げなどに貢献し、新たに
今後5年間で最大100億ドルの追加支援を行う用意があること。

（参考）世界リーダーズサミットにおける岸田総理スピーチ概要

8世界リーダーズ・サミットで演説を行う岸田総理
官邸HPから引用。

（３）2025年までの５年間で適応分野※での支援を倍増
し、官民合わせて約148億ドルの適応支援を含めた支
援を行うこと。

（４）森林分野への約2.4億ドルの支援。

※気候変動の影響に脆弱な国に対し、気候変動による被害の防止又は軽減を
図ること。防災分野など。

 世界リーダーズサミットでは、130か国以上の首脳によるスピーチが行われ、今後の世界的な気候変動対策の
推進に向けた各国の取組が表明された。
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第35回総合資源エネルギー調査会基本政
策分科会（令和2年12月21日）資料1

（参考）水素発電・アンモニア発電 概要



（参考）グリーン成長戦略（2021年6月18日） 水素工程表
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（参考）グリーン成長戦略（2021年6月18日） アンモニア工程表
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（参考）第6次エネルギー基本計画
 第二次中間とりまとめでは「本制度の対象については、2050年のカーボンニュートラル目標と安定供
給の両立に資するものとすべきであり、具体的な対象については、エネルギー基本計画の見直しも踏
まえ、更に検討を深めていく」こととされていた。

 第6次エネルギー基本計画では、2050年カーボンニュートラル実現に向けて、電力部門は、
 再エネや原子力といった実用段階にある脱炭素電源を用いて着実に脱炭素化を実現することが
求められる

 水素・アンモニア発電やCCUSによる炭素貯蔵・再利用を前提とした火力発電といったイノベー
ションを必要とする新たな選択肢を追求していく

 再エネの主力電源化の鍵を握る蓄電池や水素の活用等による脱炭素化された調整力の確保
等により電力システムの柔軟性向上を図る

こととされた。
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第6次エネルギー基本計画（抜粋）
４．２０５０年カーボンニュートラル実現に向けた課題と対応
（３）電力部門に求められる取組
様々な経済活動のうち、電力部門においては、再生可能エネルギーや原子力といった実用段階にある脱炭素電源が存在するため、これらの電源を用いて着
実に脱炭素化を実現することが求められる。
２０５０年カーボンニュートラルが実現した社会では、産業・業務・家庭・運輸 部門における電化の進展により、電力需要が一定程度増加することが予想さ
れる。 この電力需要に対応するためにも、全ての電力需要を１００％単一種類のエネルギー源で賄うことは困難であり、現時点で実用段階にある脱炭素技
術に限らず、水素・アンモニア発電やＣＣＵＳによる炭素貯蔵・再利用を前提とした火力発電といったイノベーションを必要とする新たな選択肢を追求して
いくことが必要となる。
①再生可能エネルギーにおける対応
こうした課題に対応するため、送電網に関するマスタープランの策定、蓄電システム等の分散型エネルギーリソースの導入拡大及び再生可能エネルギーの主力
電源化の鍵を握る蓄電池や水素の活用等による脱炭素化された調整力の確保や系統混雑緩和への対応促進、系統の安定性を支える次世代インバータ等
の開発を進めるなど電力システムの柔軟性の向上を図る。



対象の基本的な考え方について
 第6次エネルギー基本計画を踏まえ、本制度で対象とする「新規投資」の基本的な考え方について
は、発電・供給時にCO2を排出しない電源（脱炭素電源）への新規投資としてはどうか。

 なお、水素・アンモニアの火力発電への活用は、特にアンモニアについては、まずは混焼から導入を
拡大させていき、その後、専焼化させていく必要がある。

 そのため、こうした「混焼」のための新規投資を本制度でどこまで対象とするかといった対象の詳細に
ついては、制度検討作業部会における検討の中で、引き続き検討していくこととしてはどうか。
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第6次エネルギー基本計画（抜粋）
５．２０５０年を見据えた２０３０年に向けた政策対応
（７）火力発電の今後の在り方
また、アンモニア・水素等の脱炭素燃料の火力発電への活用については、２０３０年までに、ガス火力への３０％水素混焼や、水素
専焼、石炭火力への２０％アンモニア混焼の導入・普及を目標に、実機を活用した混焼・専焼の実証の推進、技術の確立、その後の
水素の燃焼性に対応した燃焼器やＮＯｘを抑制した混焼バーナーの既設発電所等への実装等を目指す。
６．２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた産業・競争・イノベーション 政策と一体となった戦略的な技術開発・社会実装等の
推進
燃料アンモニアは、燃焼してもＣＯ２を排出しないゼロエミッション燃料である。
需要面では、石炭火力への２０％混焼技術の実機実証を進めつつ、ＮＯｘ排出量 を抑制した高混焼バーナー等、専焼化も見据
えた技術開発を行う。



まとめ
 前述の記載を踏まえ、第三次中間とりまとめに以下の内容を記載することとしてはどうか。
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第二次中間取りまとめにおいては、電源投資確保のための新たな制度措置の方向性として、「カーボン
ニュートラルと安定供給の両立に資する新規投資に限り、電源種混合での入札を実施し、落札案件の容
量収入を得られる期間を複数年間とすることで、巨額の初期投資の回収に対し、長期的な収入の予見
可能性を付与する方法が考えられる。今後、この案を基礎に、制度の詳細を検討していく」ことと整理した
上で、具体的な対象については、「エネルギー基本計画の見直しも踏まえ、更に検討を深めていく」ことと整
理していた。
第6次エネルギー基本計画を踏まえ、本制度で対象とする「新規投資」の基本的な考え方については、
発電・供給時にCO2を排出しない電源（脱炭素電源）への新規投資を対象とする。なお、水素・アンモ
ニアの火力発電への活用は、特にアンモニアについては、まずは混焼から導入を拡大させていき、その後、専
焼化させていく必要があることから、こうした「混焼」のための新規投資を本制度でどこまで対象とするかといっ
た対象の詳細については、引き続き検討していく。
こうした対象の詳細な内容と、第二次中間とりまとめで整理された今後検討を深めるべきその他の論点に
ついては、「電力・ガス基本政策小委員会」の下部組織であり、現行容量市場の在り方について検討して
きた「制度検討作業部会」において、具体的な検討を進める。
なお、検討に当たっては、一定の制度検討期間を考慮する必要があるが、早期に本制度を開始できるよ
う、2023年度の導入を目処として、検討していく。
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